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「食品表示基準について」（平成 27年３月 30日消食表第 139 号消費者庁次長通知） 

の一部改正について 

 

食品表示基準（平成 27年内閣府令第 10 号）では、加工食品について、第３条第２項に

より、食品衛生法（昭和 22年法律第 233 号）第 13条第１項の規定に基づく「食品、添加

物等の規格基準」（昭和 34年厚生省告示第 370号）の「Ａ 食品一般の成分規格」の 12

等で規定された乳児の飲食に供することを目的として販売する食品（以下「乳児用食品」

という。）を対象に「乳児用規格適用食品である旨」の表示が義務付けられています。一

方、食品表示基準第３条第３項では、「乳児用規格適用食品であることが容易に判別でき

るもの」についてはその表示を省略できるとされています。 

これを受け、食品表示基準の運用方針を定める「食品表示基準について」（平成 27 年

３月 30 日消食表第 139 号消費者庁次長通知。以下「次長通知」という。）において、現

在、「乳児用規格適用食品である旨」の表示について「乳児用規格適用食品」と表示する

ことを原則とするとしているところですが、「乳児用規格適用食品である旨」の表示を単

に「乳児用規格適用食品」と表示すると、食品衛生法に基づき乳児用食品としての放射性

物質の規格が適用される食品であるとの趣旨が正確に消費者に伝わらないおそれがあり

ます。 

このため、今般、別紙新旧対照表のとおり次長通知を改正し、この義務表示事項の表示

に当たっては、食品衛生法に基づき乳児用食品に係る放射性物質の規格が適用される食



 

品であることを明記することを原則とすることとし、消費者に誤認を与えないようにす

ることとしました。他方、上述のとおり、食品表示基準第３条第３項では乳児用食品とし

ての放射性物質の規格が適用される食品であることが容易に判別できる食品については、

表示を省略できることとされていることを踏まえ、乳児用食品は全て表示を省略できる

ことを併せて明確にし、単に「乳児用規格適用食品」と表示がなされることのないよう本

制度を運用することといたします。 

つきましては、上記改正趣旨を参酌の上、可能な限り速やかに見直しを行うことが望ま

しいと考えます。しかしながら、食品関連事業者等における包材資材の切替えに一定程度

の期間が必要であること等を考慮し、遅くとも、令和７年３月末までの間に表示方法の見

直しが行われるよう、改正趣旨について、関係者に対する周知をお願いします。 


